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１.背景 

 

・法制度の枠組みとしては、包括的輸入禁止規定（2002年）、食品衛生法改正による諸施策の実施（例：残留基
準のポジティブリスト化など）など前進が図られてきている。

・食品安全モニター調査（2003年食品安全委員会実施）では、66.4％のモニターが「食品の安全性の観点からよ
り不安があると感じる」と回答。 
⇒輸入食品の増加：国内での食品安全性確保対策に関し、海外で生じた事故・食品汚染等が直接影響を及

ぼす事から来る不安要因。

２.今後の課題（運用面として） 
※食品安全モニターが行政に期待することは、検疫所の監視業務の強化（72.1%）、輸出国の衛生管理状況等

の情報収集（55.4%） 
 
（１）検査・監視の目的 

 

(1)輸入食品も含め、国内で流通・販売されている食品が日本の法制度を遵守しているか確認すること。
(2)食品の安全性確保に関する事項の実態や動向を科学的見地から把握し、得られた情報を施策に反

映すること
⇒輸入食品の安全性確保も、この目的に即して、手法を再検討する必要性がある。

（２）個別運用に関する事項 
(1)海外の状況・動向の把握と提供（例：違反情報や海外の規格基準等の提供） 

 
⇒結果として、事業者の基準遵守、自主的な品質管理活動に資する事になる。

(2)検査体制の充実強化 
 
 

(3)検査機関の信頼性確保（精度管理） 

 
⇒欧州連合の事例

(4)公定法の考え方 
⇒規格検査・規制分析に用いる分析法とは
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